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北陸グリーンボンド株式会社

■ 会社案内

■使命

地方創生
「私たちは、環境事業を通してSDGｓ実現を目指し、

地域との共存共栄をはかりながら自立運営を
目指す地方自治体を支援します」



◆企業情報・設立経緯

■企業情報

本社所在地 石川県金沢市昭和町12番6号

設立年月 平成30年3月

代表取締役 澤田 浩士
取締役 関 一幸
取締役 村本 宗和
取締役 髙澤 康之
監査役 西井 繁（顧問弁護士）

主な取引先 地方自治体
関連省庁 環境省 内閣府 国土交通省 農林水産省
関連団体 （一社） いしかわエネルギーマネジメント協会

（一社） ふくいエネルギーマネジメント協会
（一社） 地域資源循環システム協会

経済産業省実施事業（省エネルギー
地域プラットフォーム事業）にて活動
する各県の協会が、地元及び北陸地域
での更なる環境推進に向けて協力、連
携を図る中、民間企業だけでなく地方
自治体への支援策を模索していました。
そこで、世界的な潮流であるＥＳＧ

投資に着目し、国も積極的に普及推進
しているグリーンボンドを活用した
「地方創生/地域貢献」をコンセプトと
する弊社の設立に至りました。

■設立経緯

経産省
「省エネルギー地域プラットフォーム構築事業」北陸地区採択事業者

一般社団法人
ふくいエネルギーマネジメント協会



◆事業目的・実施スキームイメージ

■グリーンボンド（環境債権）とは

■事業目的

グリーンボンド（環境債権）活用による
地域循環型官民連携事業の推進

ACP-PPP(Area Circulation Project-Public Private Partnaership) 

地域金融

広域圏
連携

環境改善

地域
サービス

地域活用

財政負担
軽減

グリーンボンドとは
企業や地方自治体等が、国内外のグリーンプロジェクトに要する資金を調達
するために発行する債券をグリーンボンドと呼びます。

主な特徴
❶ 調達資金の使途がグリーンプロジェクトに限定される
❷ 調達資金が確実に追跡管理される
❸ それらについて発行後のレポーティングを通じ透明性が確保される

環境面等からのメリット
❶ 地球環境の保全への貢献
❷ グリーン投資に関する個人の啓発
❸ グリーンプロジェクト推進を通じた社会・経済問題の解決への貢献レジ

リエンス向上に貢献
発行のメリット
❶ サステナビリティ経営の高度化
❷ グリーンプロジェクト推進による社会的支持の獲得
❸ 新たな投資家との関係構築による資金調達基盤の強化
❹ 比較的好条件での資金調達の可能性



◆グリーンボンド活用事業・事業スキームイメージ

地域銀行

地域事業者

◆◆市役所

ＳＰＣ設立

■グリーンボンド活用によるPPP事業実施スキームイメージ

・調査設計・施工・維持管理等の現場実施

・グリーンボンド発行

・資金調達

様々な環境改善事業
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北陸グリーンボンド株式会社

町づくりには施設の省エネ・再エネ
地域の道路・公園・河川・山林など

たくさんの環境改善課題があります‼

・資金/資産管理

・事業監理
・マネジメント

■グリーンボンド活用事業（資金使途可能事業）
再生可能エネ
ルギーに関す
る事業

省エネルギー
に関する事業

汚染防止と管
理に関する事
業

自然資源・土
地利用の持続
可能な管理に
関する事業

生物多様性保
全に関する事
業

クリーンな運
輸に関する事
業

持続可能な水
資源に関する
事業

気候変動に対
する適応に関
する事業

環境配慮製
品・環境配慮
製造技術に関
する事業

グリーンイン
フラ等に関す
る事業

グリーンボンド発行促進プラット
フォームより引用



◆第１弾事業…地方自治体のLED化

■地方自治体所管の照明設備のLED化推進

メーカー 一般蛍光灯器具（一部ﾗﾝﾌﾟ製造） 水銀灯器具

パナソニック 生産終了 生産終了

東芝ライテック 生産終了 生産終了

三菱 生産終了 生産終了

岩崎 生産終了 生産終了

大手メーカーの照明器具生産状況（令和元年3月現在）

街路灯

スポーツ施設

各庁舎

文化施設 防犯灯

道路灯 体育館

学校
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器具費の下げ止まり

処理費の上昇

器具費の上昇

人件費・材料費の上昇

SDGsやカーボンゼロに向けた実行政策

水俣条約に関わる健康被害・環境汚染に対する姿勢、取組を求められる



◆「北陸地域地方公共団体完全LED化包括事業」

■環境省…グリーンボンド発行モデル創出事業について

㈱格付投資情報センター

「グリーンボンド発行創出モデル事業」

発
効
審
査
委
託

グリーンボンド発行前報告書

「北陸地域地方公共団体完全ＬＥＤ化包括事業」採択

★全国発の地方自治体向けモデル事業

北陸グリーンボンド株式会社

※事業採択事業者
は他５社のみ

北陸グリーンボンド㈱

地域選定事業者

ＳＰＣ設立地方自治体

環境省
事業採択

コンソーシアム

地域金融機関

プロポーザル公募
事業者選定

包括事業契約

グリーンボンド発行/資金調達

業
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託
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出
資

協
定

（
役
割
責
任
）

【包括事業者の業務】
SPC設立後選定事業者と事業協定締結
◆GB発行/資金調達/資金管理
◆調査設計・施工監理
◆維持管理
◆照明資産システム管理
◆毎年度事業モニタリング/外部評価等

国/各省庁

交
付
金

活
用
可

【交付金・補助金について】
◆各所轄官庁との協議が別途必要
※国土交通省/社会資本整備総合交付金による実施は要件化済
（ただし各地方整備局との予算配分協議が必要）

※各自治体の判断や都合により事業スキームの変更は協議可能。

■「北陸地域地方公共団体完全LED化包括事業」スキーム



◆実施メリット

地域調査設計会社

地域建設・工事会社

地域金融機関

地域資材会社

地域維持管理会社

SPC
（事業用会社設立）

地

方

自

治

体

北陸グリーンボンド株式会社

・
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資金管理・環境評価・マネジメント業務支援

① 地方自治体の完全LED化による環境改善(CO2削減)およびSDGs実現に向けた実行力強化
② 地域循環型PPP（官民連携）事業方式での実施による地域活性化
③ LCC（ライフサイクルコスト・長期運営コスト）の軽減および職員労務軽減による行政運営効率化

・一括更新による環境改善効果
・すべての業務を一元包括発注に
より行政コストや職員労務の軽減

３大メリット

■「北陸地域地方公共団体完全LED化包括事業」実施のメリット

■「北陸地域地方公共団体完全LED化包括事業実施」実施事例

日本経済新聞新聞

建設工業新聞

●金沢市体育施設等
ＬＥＤ化ＥＳＣＯ事業



北陸グリーンボンド株式会社

〒920-0856
石川県金沢市昭和町12番6号
TEL 076-225-7431   
FAX 076-225-7441
Emal info@h-gb.jp

◆国の採択事業・認定事業・支援事業の御紹介

「グリーンボンド発行モデル創出事業」採択事業者
実施事業名「北陸地域地方公共団体完全ＬＥＤ化包括事業」

「グリーンボンド発行促進プラットフォーム」支援事業者登録

「地方創生SDGｓ官民連携プラットフォーム」支援事業者登録
「PPP/PFI地域プラットフォーム」支援事業者

「国土交通省PPPサポーター」2名任命在籍/全国42名中

「グリーンインフラ官民連携プラットフォーム」支援事業者登録

www.hokuriku-gb.com

■支援事業案内

● グリーンボンド（環境債権）活用事業の企画立案支援業務
● PPPによる省エネ・再エネルギー事業の企画立案支援業務
● 地域循環型PPP(官民連携）事業全般の推進支援業務
● ＳＤＧｓ・ゼロカーボンシティに関する推進支援業務


